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横浜ゴムのサステナビリティ

横浜ゴムグループ行動指針

　国連グローバル・コンパクトの4分野（「人権」「労働」「環境」「腐敗防止」）10原則に則りグループ行動指針
を定め、当社グループ構成員全員が事業活動を推進していく上での指針として共有しています。

サステナビリティガバナンス・推進体制

　代表取締役会長兼CEOが議長を務め、社内取
締役（監査等委員を含む）全員が出席する「CSR
会議」を年に2回（5月および11月）開催し、横浜
ゴムグループが取り組むべきサステナビリティ課
題（環境、労働安全衛生、防災、品質、人的資本、
人権、社会貢献等）に係る方針の策定、施策の立
案および検討を行う体制を整えています。
　また、重要事項や迅速な意思決定を要する事
項、もしくは報告・審議が必要な事項については、
経営会議において報告・審議を行い、その重要性
に応じて取締役会に付議または報告しています。
取締役会は、これらの会議体からの報告を通じて、
サステナビリティに係るリスクおよび機会が経営

戦略に与える影響を定期的に監督しています。
　サステナビリティ課題の進捗状況に関しては、
毎月、代表取締役会長兼CEO、代表取締役社長
兼COO、CSR本部担当取締役、社内取締役監査
等委員に対して報告を行っています。
　加えて、年に2回、海外拠点を含むグループ全
役員が参集し経営戦略について議論する「役員合
宿」においても、カーボンニュートラルおよびサー
キュラーエコノミーに係る課題を継続的なテーマ
として議論しています。なお、サステナビリティ課
題のうち、重大かつ緊急性の高い事案について
は、「リスクマネジメント委員会」と連携し、迅速に
対処する体制を構築しています。

横浜ゴムグループは、サステナビリティ・スローガン「未来への思いやり」を掲げています。事業活動を通じた社会課題への取り組みにより、
ステークホルダーの皆さまと共に持続可能な社会の実現と共有価値の創造を図り、企業価値の向上を目指しています。

　横浜ゴムは事業活動を通じて持続可能な社会の実現に貢献し、ステー
クホルダーの皆さまと共有価値を創造していくことが重要と考え、これま
で培った技術力、知見を活かして、社会課題の解決に取り組んできました。
　当社では、1998年に業界初のエコタイヤ「DNA」シリーズを開発するな
ど、環境への貢献に早くから注力してきました。また、2007年には国内外
の生産・販売関連拠点に潜在自然植生を活かして苗木を植える
「YOKOHAMA千年の杜」活動を開始し、2010年からは生産事業所にお
いて事業活動による環境影響を生物のモニタリングにより把握する生物
多様性保全活動にも着手し、水資源のリスク管理や生態系保全を地域社
会と共に推進してきました。このような活動の結果、2026年3月現在、国

内5拠点が国の「自然共生サイト」に認定されています。これらの取り組みを通じて、社員がサステナビ
リティを自分事として捉えるようになり、意識の向上につながったと考えています。
　また、ステークホルダーとの対話を通じて取り組むべき課題は何かを認識し、事業戦略、事業活動に
組み込んでいくことが持続可能な企業経営を進める上で重要です。コミュニケーションを継続的に行
うことで信頼関係を構築し、ステークホルダーの視点をより深く経営に反映することに努めています。
　サステナビリティ・スローガン「未来への思いやり」のもと、マテリアリティの目指す姿に向けた取り
組みを進めることにより、持続可能な社会の実現への貢献と事業の持続可能性の向上を目指していき
ます。

CSR本部担当役員メッセージ

サステナビリティ・スローガン

未来への思いやり（Caring for the future）

https://www.y-yokohama.com/sustainability/business/suspolicy/ 行動指針7項目（詳細）

1. 社内外を問わず人権を尊重します
2. 安全で健康な職場をつくります
3. 地球環境との調和を図ります
4. 安全・高品質な製品・サービスを提供します

5. 透明性の高い企業活動を行い、適切に情報を
開示します

6.法令のみならず社会規範を守ります

7.地域社会との共存共栄を図ります

行動指針7項目

取締役常務執行役員
CSR本部担当

宮本 知昭

https://www.y-yokohama.com/sustainability/business/suspolicy/
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マテリアリティ（重要課題）と、マテリアリティ特定プロセス

　2024年、当社グループを取り巻く事業環境や社会課題の変化を
踏まえ、マテリアリティの見直しを行いました。社会・環境と当社グ
ループの持続的成長に不可欠なマテリアリティを特定し、その実現に
向けた中長期的な非財務目標（KPI）を設定しています。

　マテリアリティの特定・見直しは、右の図に示す通り、Step1から
Step3までの3つのプロセスで行っています。今後も環境の変化等を
踏まえて定期的に見直しを実施する予定です。

横浜ゴムのサステナビリティ

サステナビリティガバナンス・
推進体制

リスクと機会・マテリアリティに関する進捗

詳しくはP.27へ

環境の変化等を
踏まえて
定期的に見直し

内部要因（事業活動）
企業理念・スローガンと
の整合性
基本理念、経営方針、行動
指針、企業スローガン、サス
テナビリティ・スローガン

事業に与える影響
中期経営計画
YX2026に与える影
響や事業のリスクと
機会

外部要因
国際規範・枠組みの遵守
国連グローバルコンパクト、SDGs、OECD
多国籍企業行動指針、世界人権宣言、ビジ
ネスと人権に関する指導原則、労働におけ
る基本的原則および権利に関するILO宣言、
ILO多国籍企業宣言、GRIスタンダード等

ステークホルダーに
与える影響
顧客・消費者、地域社
会、従業員、株主・投資
家、取引先、公的機関等

外部要因と内部要因
（事業活動）の観点から
課題を認識し、リストと
して整理

Step 1

課題の認識と整理

課題の影響の大き
さ、リスクと機会の観
点から重要性を評価
し、課題の優先順位
付けを実施

優先順位付け
影響評価に基づき、各
課題についてリスクと
機会を分析、その対応
策を検討

リスクと機会の分析影響評価
各課題について、事業が社会・環境
に与える影響および社会・環境課
題が事業に及ぼす影響をステーク
ホルダーごとに評価、バリュー
チェーンや事業プロセスのどこに
影響が生じているかを確認

社会・環境課題が事業に及ぼす影響

事
業
が
社
会
・
環
境
に
与
え
る
影
響

課題の影響、リスクと機
会の分析を行い、重要性
を評価して優先順位付
けを実施

Step 2

影響評価・リスクと
機会の分析

重要度の高い課題について、CSR
会議、経営会議、取締役会を通じ
て議論を行い、マテリアリティとし
て承認

社内での議論・承認
社内外からの意見聴取の結果を課題
の優先順位に反映し、重要度の高い
課題を特定

重要度の高い課題の特定
優先順位付けした課題について、社
内各部門の意見聴取、外部有識者と
の意見交換を実施

社内外からの意見聴取

優先順位付けした課題について、社
内各部門や外部有識者からの意見聴
取を行い、社内で議論・承認

Step 3

マテリアリティの特定（見直し）

サステナビリティに関連した議案の
上程回数（2025年度実績）

経営会議 5回

取締役会 7回
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重大かつ緊急性の高い事案の審議・決定
CSR 課題（リスク・機会）の方針、 
計画および施策の審議・決定、実施報告

方針決定、実施結果報告、開示内容承認

報 告 経営・監督

報 告

報 告


